
2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 43回 47回 42回 38回 26回 25回 60回 60回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 140 140

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,503 3,503 3,503

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他 2,889 2,889 2,889

R3予算

2,889 2,889 2,889

国道支出金

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

R2予算 R2決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ運航回数

活動内容

（事業の概要や具体的な内容、方
法など）

釧根管内の全１３市町村（２市１０町１村）における、入院治療を必要とする重症救急患者の医療を円滑に行う
ことを目的に協定を結び、釧路市医師会に対し２次救急医療業務実施に係る補助金として各市町村が負担とし
ているもの

意　図

（どの様な成果を得ようとしている
のか）

根室・釧路管内の救急医療体制の安定的な確保、二次保健福祉医療圏を超えて連携協力し、年間を通して全
ての日、すべての時間帯における入院治療を要する重症救急患者の医療を円滑に行うことができる

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人や
団体など

市民

対象者の今後の予想 増加すると思われる

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 消防・救急体制の充実

施策目標 市民と行政が一体となった、消防・救急体制が確立したまち

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 広域救急医療確保対策事業 事業番号 12070



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（Ｒ　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年６月

オ．
他の事業との統合について
可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

類似事業はない。

カ．
受益者に負担をいただく（又
は負担を見直す）可能性は
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

受益者に負担をいただく可能性はない。

ウ．
事業内容の中で、見直しを
行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

道東ドクターヘリ運航調整員会との連携となることから、市単独での見直しは図れない。

エ．
単位コストまたは事業費を
工夫できるアイデアはありま
すか

□ある　　□一部ある　　■ない

２次救急医療業務実施に係る補助金として各市町村が負担しているものである。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結び
ついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

根室・釧路管内の救急医療体制の安定的な確保を図るため、年間を通じて入院治療を要する重症救助患者の
医療を円滑に行い、初期治療開始を早めることにより救命率を高めることができる。

イ．
市以外がその事業に取り組
むことは可能ですか（民間、
ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

道東ドクターヘリ運航調整員会との連携となることから、単独での取り組みは図れない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 道東ドクターヘリ運航調整員会との連携となることから、市単独での見直しは図れない。

今後の動向・市民ニーズなど
根室・釧路管内の救急医療体制の安定的な確保、二次保健福祉医療圏を超えて連携協力し、年間を通して全
ての日、すべての時間帯における入院治療を要する重症救急患者の医療を円滑に行うことができる



2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 97% 97% 97% 98% 99% 100%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H30）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 30 6

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

人員（人工） 0.02 0.02 0.02

153 153 153

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,909 572 2,969

地方債

その他 2,756 419 2,816

一般財源

R2予算 R2決算 R3予算

2,756 419 2,816

国道支出金

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　救急現場では、専門的な救急医療の知識・技術が必要であるため、計画的に救急救命士を養成し
て増員配置することにより、市民に安心・安全を提供する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　救急出動時の救急救命士乗車率を向上させることにより、常に高度な救命処置（特定行為）が可
能となり、救命率の向上が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

救急救命士乗車率

１　施策体系

施策区分 消防救急体制の充実

施策目標 安心・安全に暮らせる都市基盤の充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

一般市民

対象者の今後の予想 同程度

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 救急救命士養成事業 事業番号 10912

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 　計画に基づき養成中であり、事業実施について見直しは検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど 　市民の生命を保護し、安全・安心を確保するため、今後も計画的に事業推進したい。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　救命率向上へ体制整備は着実に図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市が消防責任を有している。

□ある　　□一部ある　　■ない

　計画に基づき養成中であり、事業実施について見直しは検討していない。

□ある　　□一部ある　　■ない

　事業の性質上、事業費が固定的となっている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　事業の性質上、他事業との統合は困難と考えている。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市が消防責任を有していることから、受益者負担を求めることは考えていない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）



2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 9名 9名 10名 12名 12名 16名

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H30）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 113 60

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

人員（人工） 0.02 0.02 0.02

153 153 153

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,359 714 1,664

地方債

その他 1,206 561 1,511

一般財源

R2予算 R2決算 R3予算

1,206 561 1,511

国道支出金

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　救命士の活動高度化に伴い、医師の指示の下で高度な救命処置（特定行為）を実施するため、各
種研修等に派遣することで、救急救命士の知識と技術の維持・向上を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　高度な救命処置（特定行為）の認定者を増加させ、また、再講習の受講をさせて、多くの認定者を
確保することで、救命率の向上を図る。

３　事務事業の現状

実績値

気管挿管認定者数

１　施策体系

施策区分 消防救急体制の充実

施策目標 安心・安全に暮らせる都市基盤の充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

一般市民

対象者の今後の予想 同程度

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 救急救命士活動高度化事業 事業番号 11864

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 　計画に基づき養成中であり、事業実施について見直しは検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど 　市民の生命を保護し、安全・安心を確保するため、今後も計画的に事業推進したい。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　救命率向上へ体制整備は着実に図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市が消防責任を有している。

□ある　　□一部ある　　■ない

　計画に基づき養成中であり、事業実施について見直しは検討していない。

□ある　　□一部ある　　■ない

　事業の性質上、事業費が固定的となっている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　事業の性質上、他事業との統合は困難と考えている。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市が消防責任を有していることから、受益者負担を求めることは考えていない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）



2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 86.0% 86.0% 89.0% 92.0% 91.0% 94.0%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 救急隊員養成事業 事業番号 12000

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 消防・救急体制の充実

施策目標 市民と行政が一体となった、消防・救急体制が確立したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

一般市民

対象者の今後の予想 同程度

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　近年、救急需要は増加傾向にあり、また医療の進歩により救急隊員の必要となる知識・技術が高
度化している。これらに対応するための高度な知識、技術を有する救急隊員を養成し救命率を向上
させる。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　救急医療の高度化、多様化する救急事案に対応する体制強化。

３　事務事業の現状

実績値

救急隊員の養成

R2予算 R2決算 R3予算

595 328 488

国道支出金

地方債

その他 595 595 488

一般財源

人員（人工） 0.02 0.02 0.02

153 153 153

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 748 481 641

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 8 5

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H30）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
　救急需要の増加及び多様化、医療の進歩による知識、技術の高度化に対応していくために救急
隊員を継続して養成していく必要があり、事業の見直しは検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど
　増加傾向のある救急要請に加え、複雑多様化する救急事案に対応し、救命率の向上に努めてい
きたい。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　継続した養成に伴い救急資格を有する職員の増加に結びついている。
　また、救急救命士の処置拡大による高度な処置等、救命士のサポート体制の充実にもつながって
いる。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市が消防責任を有するため、民間等での実施は不可能である。

□ある　　□一部ある　　■ない

　継続した救急隊員の養成は必要であり、今後の救急資格を有する職員の退職等も考慮し計画的
に養成していきたい。

□ある　　□一部ある　　■ない

　救急隊員の養成は北海道消防学校で行っており、研修費用等の事業費は北海道で定められてい
るため。

□ある　　□一部ある　　■ない

　救急隊員の養成は単独事業のため、他の事業との統合はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市が消防責任を有していることから、受益者負担を求めることは考えていない。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年6月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか



2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 76基 78基 78基 80基 82基 84基 84基 94基

2 79.4% 80.2% 80.6% 81.4% 82.2% 83.1% 83.1% 87.1%

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 329 314

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 333 318

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 27,647 26,387 28,157

地方債 21,500 20,200 22,000

その他

一般財源 47 87 57

R2予算 R2決算 R3予算

27,033 25,773 27,543

国道支出金 5,486 5,486 5,486

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　消防水利の基準に対する整備比率が低い地域に防火水槽の設置を進め、市民が安全・安心に生
活できる環境整備を図るとともに、多様化する各種災害に対応できる体制づくりを推進する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　消防水利の整備推進により、市民が安全・安心に生活できる環境整備を進めるとともに、消火活
動を迅速・的確に行い被害の軽減を図る。

３　事務事業の現状

実績値

防火水槽整備数

消防水利の設置率

１　施策体系

施策区分 消防救急体制の充実

施策目標 安心・安全に暮らせる都市基盤の充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

一般市民

対象者の今後の予想 同程度

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 防火水槽新設事業 事業番号 12354

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 　整備計画に基づき整備を推進中であり、事業実施について見直しは検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど
　特に、消防水利の整備比率が低い地域の市民に係る不安解消に向け、今後も計画的に事業推進
したい。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　消防水利の整備が進むことにより、市民の不安解消と安心安全に暮らせる環境整備が、着実に図
られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市が消防責任を有している。

□ある　　□一部ある　　■ない

　整備計画に基づき整備を推進中であり、事業実施について見直しは検討していない。

□ある　　□一部ある　　■ない

　国の補助制度の活用により防火水槽本体の規格等に制約があることから、事業費が固定的となっ
ている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　主に市街地以外での整備を進めている等の事業の性質上、他事業との統合は困難と考えている。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市が消防責任を有していることから、受益者負担を求めることは考えていない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）



2-1

H28 H29 H30 R1 R2

1 13台 13台 13台 13台 13台 13台 13台 13台

2 3台 3台 3台 3台 3台 3台 3台 3台

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,673 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 6,409 5,676

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 27,771 24,598

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 83,314 73,794 201,759

地方債 167,700

その他 46,329 36,880

一般財源 36,371 36,300 28,985

R2予算 R2決算 R3予算

82,700 73,180 201,145

国道支出金 4,460

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　消防車輌の整備（更新）を進め、市民が安全・安心に生活できる環境整備を図るとともに、多様化
する各種災害に対応できる体制づくりを推進する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　消防車輌の整備推進により、市民が安全・安心に生活できる環境整備を進めるとともに、消火活
動を迅速・的確に行い被害の軽減を図る。

３　事務事業の現状

実績値

水槽付消防ポンプ自動車(7台)･消防ポンプ自動車(3台)･
救助工作車(1台)･化学車(1台)･屈折はしご車(1台)

救急自動車（3台）

１　施策体系

施策区分 消防救急体制の充実

施策目標 安心・安全に暮らせる都市基盤の充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

一般市民

対象者の今後の予想 同程度

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和２年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 消防車輌整備事業 事業番号 12429

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和３年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 　更新計画に基づき整備（更新）を推進中であり、事業実施について見直しは検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど
　今後も、国の整備指針に基づく更新計画により、消防車輌の適切な更新整備を計画的に推進した
い。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　消防車輌の整備（更新）が計画的に進むことにより、災害発生時における対応力が強化され、市民
の不安解消と安心・安全に暮らせる環境整備が着実に図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市が消防責任を有している。

□ある　　□一部ある　　■ない

　更新計画に基づき整備（更新）を推進中であり、事業実施について見直しは検討していない。

□ある　　□一部ある　　■ない

　更新車両及び装備品等の選定にあたっては、将来展望にたった費用対効果の検証等により慎重
に決定している。

□ある　　□一部ある　　■ない

　車両の更新という事業の性質上、他事業との統合は困難と考えている。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市が消防責任を有していることから、受益者負担を求めることは考えていない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）


